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１．はじめに 

平成27年9月関東・東北豪雨では、流下能力を上回る洪水により利根川水系鬼

怒川の堤防が決壊し、氾濫流による家屋の倒壊・流失や広範囲かつ長期間の浸水

が発生した。これらに住民の避難の遅れも加わり、近年の水害では例を見ないほ

どの多数の孤立者が発生する事態となった。また、平成28年8月には、1週間に3

つの台風が北海道に上陸し、その１週間後に再び台風が接近するという、かつて

ない気象状況となり、住宅や農地の浸水、橋梁の崩落など、全道各地で甚大な被

害が発生し、鉄道などの公共交通機関の運休や幹線道路の通行止めにより、道民

のくらしや社会経済活動に大きな影響が生じた。 

今後、気候変動の影響により、このような施設の能力を上回る洪水の発生頻度

が全国的に高まることが懸念されている。 

 

このような災害を繰り返さないために、地域住民の安全安心を担う斜里町、清

里町、小清水町と、網走地方気象台（以下『気象台』という）、陸上自衛隊第6普

通科連隊（以下『自衛隊』という）、北海道警察北見方面本部（以下『北海道警

察』という）、斜里警察署（以下『斜里警察』という）、斜里地区消防組合（以下

『消防組合』という）、網走開発建設部（以下『網走開建』という）、オホーツク

総合振興局（以下『振興局』という）は、『水防災意識社会 再構築ビジョン』

を踏まえ、平成29年7月5日に『オホーツク東部減災対策協議会』（以下『協議会』

という。）を設立した。 

 

協議会では、オホーツク東部地域において想定最大規模の洪水が発生すると、

洪水の到達時間が早く、かつ容易に氾濫しやすい地形であることから、限定され

る避難所・避難路の確保や要配慮者支援施設等における避難、交通途絶による集

落の孤立化のほか、周辺市町村からの支援受入と復旧作業を妨げるおそれがある

などの課題に対して、関係機関による減災のための取組状況の情報共有を行い、

今後の取組内容をとりまとめた。 

 

 

本資料は、協議会規約第3条に基づきとりまとめたものである。 
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２．協議会の構成員 

 

本協議会の参加機関及び構成員は、以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

参加機関 構成員 

斜里町 

清里町 

小清水町 

網走地方気象台 

陸上自衛隊第 6 普通科連隊 

北海道警察北見方面本部 

斜里警察署 

斜里地区消防組合 

網走開発建設部 

オホーツク総合振興局 

町長 

町長 

町長 

台長 

連隊長 

警備課長 

署長 

消防長 

部長 

局長 
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３．オホーツク西部の主な河川と流域の概要 

 

（１）主な河川の概要 

①斜里川 

斜里川は、斜里町、清里町の境界に位置する斜里岳に源を発し、札鶴川、

エトンビ川等の支川を合わせ清里町を貫流し、さらに猿間川等の支川を合

流し、斜里町市街地でオホ－ツク海に注ぐ二級河川である。 

 

②奥蘂別川 

奥蘂別川は、斜里町、標津町の境界に位置する海別岳に源を発し、小支

川等を合わせ山地部を流下し、河口部で海別川を合流しオホーツク海に注

ぐ二級河川である。 

 

③浦士別川 

浦士別川は、小清水町、大空町、美幌町、弟子屈町の境界に位置する藻

琴山に源を発し、小支川等を合わせ小清水町と網走市の境界を流下し、涛

沸湖からオホーツク海に注ぐ二級河川である。 

 

④止別川 

止別川は、弟子屈町のニタトルシュケ山に源を発し、小支川等を合わせ、

国道391号と並走しながら流下し、小清水町市街地北方でポン止別川を合わ

せ、河口付近で西幹線川、中央幹線川、東幹線川を合流しオホーツク海に

注ぐ二級河川である。 
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（２）流域の概要 

①  山地に挟まれた地形（谷底を流れるような地形）を流れ、降雨から流出ま
での時間が短く、水位が急激に上昇する特徴がある。 

 

②  未整備区間が多く川幅が狭い。中小洪水においても容易に氾濫しやすい状
況にあり、浸水深が早期に避難困難な水深に達する恐れがある。 

 

③  河川流域は農地として広く利用され、斜里川上流部には清里町市街部、斜
里川下流部には斜里町市街地、止別川中流域には小清水町市街地があり、

河川が住民の生活圏と近接している。 

 

④  多くの主要幹線が河川と近接している。斜里川は国道244号が横断、沿川に

は道道摩周湖斜里線があり、奥蘂別川は国道334号が横断、浦士別川は国道

244号、その上流で国道334号が横断している。止別川も国道244号、その上

流で国道334号が横断し、沿川には国道391号がある。 

 

⑤  斜里川（斜里川、猿間川、幾品川、秋の川）では、河川改修工事が行われ
ているが、整備完了まで時間を要する。 
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（３）過去の被害状況と河川改修の状況地域の社会経済等の状況 

斜里川流域では、昭和 16 年 9 月の洪水により被害を受け、昭和 17 年より斜

里川および各支川において河川改修事業を実施することとなったが、第 2 次世

界大戦の激化に伴い休止に近い状態となった。 

その後、昭和 26 年度に入り本格的な改修を再開し、昭和 28 年度までに猿間

川のショートカットを完成させたのを初めとして、昭和 32 年までに斜里川の

堤防を施工、さらに猿間川、幾品川、秋の川の堤防を施工し、昭和 38 年度に

事業が完了した。 

その後、昭和50年8月、昭和56年8月の洪水を契機として、平成元年より河川

改修事業に着手し、斜里川本川は、河ロから猿間川合流点までの約2.4kmの工

事が施工され、現在も整備中である。 

洪水により無堤区間や川幅の狭い区間で外水はん濫や、急流河川の特徴であ

る高速の乱れた流れにより河岸や高水敷の洗堀・侵食が発生しており、各沿川

の住宅地や農地では多くの被害が発生している。 

斜里川水系では、平成21年3月に「斜里川水系河川整備計画」を策定し、対

象期間を概ね20年とする河川整備の当面の目標を設定し、既往第2位の昭和50

年8月洪水の流量を安全に流下させるため、必要な断面を確保する築堤や河道

整備等を実施している。 

（斜里川下流の市街地区（猿間川合流点下流）は既往第1位の平成4年9月洪

水を対象として改修済み） 

 

奥蘂別川は、河口から国道までの2.6kmは昭和51年から昭和60年に改修し、

また、国道から上流3.8kmも昭和56年から昭和58年に災害関連事業により改修

しているが、近年の大雨により溢水が生じ、農地で浸水被害を受けている。 

 

浦士別川、止別川については、農業の国営明渠事業により改修されているが、

近年の大雨により溢水による被害を受けており、主に農地で浸水被害を受けて

いる。 
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（４）地域の社会経済等の状況 

オホーツク東部地域は、農業、水産業が盛んで、さけ定置漁業は道内トップ

クラスの水揚げ量を誇っており、農業では小麦、てんさい、馬鈴薯を主要作物

とする畑作が中心となっている。 

また、主要幹線道路として、網走市と斜里町を結び標津町方面に至る国道 244

号、美幌町とウトロ方面に至る国道 334 号、川湯、弟子屈町方面とを繋ぐ国道

391 号がある。また、斜里川沿いには道道摩周湖斜里線、道道斜里停車場美咲

線および道道越川中斜里停車場線があり、さらに釧路市と網走市を結ぶ JR 釧

網本線が横断し、流域内外につながる多様な交通網が存在する。 
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４．大規模な洪水発生時に想定される被害について 

（１）想定される被害の特徴と課題 

①斜里川下流域（斜里町市街地） 

 市街地が斜里川河口から猿間川合流点付近に位置し、氾濫水が溜まりやすい

地形であるため、多数の住宅のほか、学校、商業施設、諸官庁の出先機関、

公共施設及び主要道路、鉄道が浸水する恐れがある。 

②斜里川上流域（清里町市街地） 

 川幅が狭く、かつ高速な洪水流が発生しやすい地形のため、氾濫流や河岸浸

食により河川沿いの家屋が倒壊・流亡することが懸念される。 

③その他河川（奥蘂別川・浦士別川・止別川など） 

 河川沿いに低平地が多く、氾濫が生じると広範囲に浸水し、浸水時間も長く

なることが懸念される。 

 川幅が狭いところでは、高速な洪水流が発生しやすい地形のため、氾濫流や

河岸浸食により河川沿いの家屋が倒壊・流亡することが懸念される。 

 避難路の冠水等による住民避難の通行の妨げや孤立集落などが懸念される。 

④地域全体 

 網走市及び標津町方面に至る国道244号、美幌町とウトロ方面に至る国道334

号、川湯、弟子屈町方面とを繋ぐ国道391号の主要幹線道路や釧路市と網走市

を結ぶJR釧網本線の浸水が想定され、上流または下流への避難や、救助活動、

支援の受け入れのほか、農作物等の物流に支障をきたすことが懸念される。 

 河川の未整備区間が多く、容易に氾濫することが懸念される。 

 山間を流れる中小河川の氾濫により、更なる分散する家屋の孤立化が懸念さ

れる。 

 

これらのオホーツク東部地域の特徴から、大規模な洪水発生時においても『逃

げ遅れゼロ』、『社会経済被害の最小化』に向けて、次の３つの課題について取

組を行う。 

 

 

１．円滑かつ迅速な避難 

２．的確な水防活動 

３．氾濫水の排水、浸水被害軽減 
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（２）想定最大規模の洪水浸水想定区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①斜里川下流域（斜里町市街地） 

 市街地が斜里川河口から猿間

川合流点付近に位置し、氾濫水

が溜まりやすい地形であるた

め、多数の住宅のほか、学校、

商業施設、諸官庁の出先機関、

公共施設及び主要道路、鉄道が

浸水する恐れがある。 

※『斜里川全流域』『奥蘂別川』『浦士別川』『止別川』につ

いては『洪水氾濫危険区域図』作成中 

④地域全体 

 網走市及び標津町方面に至る国道244号、美幌町とウトロ方面に至る国道334号、川湯、

弟子屈町方面とを繋ぐ国道391号の主要幹線道路や釧路市と網走市を結ぶJR釧網本線

の浸水が想定され、上流または下流への避難や、救助活動、支援の受け入れのほか、

農作物等の物流に支障をきたすことが懸念される。 

 河川の未整備区間が多く、容易に氾濫することが懸念される。 

 山間を流れる中小河川の氾濫により、更なる分散する家屋の孤立化が懸念される。  
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５．課題解決に向けた取組（現状の取組状況と課題）            

前項の課題解決に向けた主な取組と現在の状況は下記のとおりである。 

（別紙-1参照） 

取組項目 現状の取組状況 課題 

■（１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

 ①情報伝達、避難計画等に関する事項 

 ア 

 

A 

洪水時の河川管理者

からの情報提供等（内

容及びﾀｲﾐﾝｸﾞの確認） 

・振興局、関係自治体首長と

のﾎｯﾄﾗｲﾝが構築済。 

（振興局、斜里町、清里町、

小清水町） 

 

イ 

 

B 

避難勧告等の発令対

象区域、発令判断基準

等の確認 

・斜里川、猿間川では、想定

最大規模の降雨による浸水

想定区域を公表し、斜里町

に通知済。 

（振興局、斜里町） 

・斜里川、猿間川について、

洪水を対象とした避難勧告

等の発令区域、基準を設定

済。（斜里町） 

・清里町地域防災計画におい

て、避難勧告等の発令基準

（暫定版）を設定。 

（清里町） 

・斜里川、猿間川（水位周知

河川）のﾀｲﾑﾗｲﾝについて、

関係機関と調整中。 

 （振興局、斜里町） 

・発令基準等の判断基準と

なる水位計が不足。 

 （振興局、斜里町、清里

町、小清水町） 

・想定最大規模の洪水を対

象とした避難勧告等の発

令区域、基準の設定につ

いて検討が必要。 

 （斜里町、小清水町） 

・ﾀｲﾑﾗｲﾝを作成し、避難勧

告の発令基準等を明確に

し、地域防災計画に反映

させることが必要。 

（振興局） 

・避難準備・高齢者等避難

開始を発令するためのﾀｲ

ﾐﾝｸﾞや判断を検討するこ

とが必要。（斜里町） 

ウ 

 

C 

水害危険性（浸水想定

及び河川水位等の情

報）の周知 

 

・水位周知河川以外について、

平成29年度より洪水氾濫危

険区域図を作成中。 

 （振興局） 

・水位周知河川以外の水位

情報の把握、周知方法を

検討することが必要。 

 （振興局、斜里町、清里

町、小清水町） 
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取組項目 現状の取組状況 課題 

  エ 

 

D 

ICT等を活用し住民等

に適切かつ確実に情

報伝達する方法等の

改善・充実 

 

・国管理区間では、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

で、河川水位やCCTVｶﾒﾗ等

のﾘｱﾙﾀｲﾑ情報提供を実施。

（網走開建） 

・水位計を4地点、雨量計を2

地点に設置済で、各種情報

をﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、ﾃﾚﾋﾞ、ﾗｼﾞｵ

等による伝達を実施済。 

（振興局） 

・H29出水期から新たなｽﾃｰｼﾞ

に対応した防災気象情報

の改善の運用を開始。 

（気象台） 

・様々な手段を活用した情報

伝達を実施済。（斜里町、

清里町、小清水町） 

・水位周知河川以外の水害ｽ

ｽｸの高い箇所を把握し、水

位情報の把握、周知方法を

検討することが必要。 

 （振興局、斜里町） 

・高齢者や要配慮者への避難

準備情報を発令するﾀｲﾐﾝ

ｸﾞや判断を検討すること

が必要。（斜里町、清里町、

小清水町） 

・地域住民等の水害に係る意

識改革が必要。 

（斜里町、清里町、小清

水町） 

オ 

 

E 

隣接市町村への広域

避難体制の構築 

 

 ・周辺への避難が安全となる

場合があるため、広域避難

計画について検討するこ

とが必要。（斜里町、清里

町、小清水町） 

カ 

 

F 

要配慮者利用施設等

に関する避難計画等

の作成・訓練に対する

支援 

 

・平成29年5月19日に網走市

で網走地区における要配

慮者施設への説明会を実

施。（網走開建） 

・平成30年度、洪水浸水想定

区域内における要配慮者

利用施設位置図を提示。 

 （振興局） 

・洪水浸水想定区域内の要配

慮者利用施設は、地域防災

計画に位置付けられてお

らず、避難確保計画や避難

訓練について検討するこ

とが必要。（斜里町、清里

町、小清水町） 
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取組項目 現状の取組状況 課題 

 ②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項 

 ア 

 

G 

想定最大規模の降雨

に係る洪水浸水想定

区域図等の共有 

 

・斜里川、猿間川では、想定

最大規模の降雨による浸

水想定区域、浸水継続時

間、家屋倒壊等氾濫想定区

域（氾濫流、河岸浸食）を

公表し、斜里町に通知済。 

 （振興局、斜里町） 

・斜里町 HPで公表すること

が必要。（斜里町） 

イ 

 

H 

水害ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作

成、改良と周知 

 

・斜里川、猿間川では、想定

最大規模の降雨による浸

水想定区域、浸水継続時

間、家屋倒壊等氾濫想定区

域（氾濫流、河岸浸食）を

公表し、斜里町に通知済。 

（振興局、斜里町） 

・想定最大規模の洪水ﾊｻﾞｰ

ﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成が必要。 

 （斜里町、清里町、小清

水町） 

・効果的な周知方法の検討

が必要。 

（斜里町、小清水町） 

ウ 

 

I 

『まるごと・まちごと

ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ』の促進 

 

 ・『まるごと・まちごとﾊｻﾞｰ

ﾄﾞﾏｯﾌﾟ』の作成について

検討が必要。 

 （斜里町、清里町、小清

水町） 

エ 

 

J 

住民、関係機関が連携

した避難訓練等の充

実 

 

・各関係機関主催の訓練等に

参画。（網走開建、振興局、

気象台、自衛隊、北海道警

察、斜里警察） 

・地域住民、関係機関を交え

た総合防災訓練の実施を

検討。（斜里町、清里町、

小清水町） 

・防災意識の向上や訓練参

加者拡大に向けた訓練内

容の検討が必要。 

（斜里町） 

・地域（自主防災組織）毎

の避難訓練の取り組みの

把握が必要。（小清水町） 
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取組項目 現状の取組状況 課題 

  オ 

 

K 

防災教育の促進 

 

・必要に応じて、防災意識の

向上や河川環境への理解

を深めるため、『川の防災

学習会』を実施。 

（網走開建） 

・必要に応じ、町が行う取組

に協力。（振興局、気象台、

自衛隊） 

・『Doはぐ』や『地域防災ﾏｽ

ﾀｰ制度』等、防災教育の取

組の推進。（振興局） 

・災害発生時、迅速、的確に

住民が避難できるよう防

災訓練を実施する等、防災

意識向上の取組を推進。

（斜里町、清里町、小清水

町） 

・地域住民等の水害に係る意

識改革が必要。 

（斜里町、清里町、小清

水町） 
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取組項目 現状の取組状況 課題 

 ③円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項 

 ア 

 

L 

危機管理型水位計

等の整備 

 

・水位周知河川区間以外につい

て、水位を把握するための簡易

水位計の配置計画を検討。（振

興局） 

・水位周知河川（区間）

以外の水害ﾘｽｸの高い

箇所を把握し、水位情

報、周知方法を検討す

ることが必要。（振興

局） 

・防災対策の観点から河

川監視用ｶﾒﾗの設置が

望ましいが、町独自で

の設置は困難。（斜里

町、清里町、小清水町） 

イ 

 

M 

危機管理型ﾊｰ ﾄ ﾞ対

策の実施 

 

・平成30年度より、斜里川の重要

水防区間の一部において、堤防

天端舗装を実施。（振興局） 

  

・堤防決壊までの時間を

少しでも引き延ばすた

め、市街地区間の堤防

天端舗装について検討

することが必要。（振

興局） 

ウ 

 

N 

河川防災ｽﾃｰｼ ｮ ﾝ等

の整備 

 

・防災装備品を計画的に整備。

（自衛隊） 

・防災資材備蓄を町内6箇所の防

災倉庫に備蓄。 

（斜里町） 

・防災資材の備蓄、充実

が重要。（振興局、斜里

町） 

エ 

 

O 

避難場所、避難路の

整備 

 

 ・広範囲の浸水により、

避難経路が確保でき

ず、孤立する集落が発

生し、避難場所が確保

できない場合がある。 

（斜里町、清里町） 

・水害に係る避難経路の

指定について検討する

ことが必要。（小清水

町） 

 

 

 

 

 

 

 



14 

 

 

取組項目 現状の取組状況 課題 

■（２）的確な水防活動のための取組 

 ①水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項 

 ア 

 

P 

重要水防箇所の確認 

 

・斜里川、猿間川の土地利用

を踏まえ、平成29年度に重

要水防区間を追加してお

り、重要水防箇所の確認は

出水期前に実施。（振興局） 

・道管理河川の水害ﾘｽｸが高

い箇所の共同点検が必

要。（斜里町、清里町、小

清水町） 

イ 

 

Q 

水防資機材の整備等 

 

・各機関が保有している情報

を共有。（振興局、自衛隊、

斜里町、清里町、小清水町） 

・各機関が保有する水防資

機材について保管場所等

の詳細な情報を共有する

ことが必要。（振興局、自

衛隊、斜里町、清里町、

小清水町） 

・防災備蓄ﾔｰﾄﾞの備蓄資材

を関係機関で活用するこ

とが可能か検討すること

が必要。（振興局） 

ウ 

 

R 

水防訓練の充実 

 

・関係機関主催の訓練等に参

画。（振興局、気象台、自

衛隊、北海道警察、斜里警

察、消防組合） 

・関係機関を交えた総合的な

防災訓練を実施。（斜里町、

清里町、小清水町） 

 

 

エ 

 

S 

水防に関する広報の充

実 

 

・各関係機関と連携して消防

団員募集のための広報、ポ

スター掲示、パンフレット

配布等を実施。（振興局、

斜里町、清里町、小清水町） 

・消防団員の減少、高齢化

の傾向にあり、想定最大

規模の洪水の際は、人員

が確保できるかが課題。

（斜里町、清里町、小清

水町） 

オ 

 

T 

水防団間での連携、協

力に関する検討 
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取組項目 現状の取組状況 課題 

 ②町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項 

 ア 

 

U 

災害拠点病院等の施設

管理者への情報伝達の

充実 

 

・斜里町国民健康保険病院を

含む非常配備体制を構築。 

（斜里町） 

 

イ 

 

V 

洪水時の防災拠点とな

る町村庁舎等の機能確

保対策の充実 

 

 ・耐震化や非常用電源等は

整備が必要。（斜里町） 

・非常用発電機の稼働時間

が48時間未満となってい

るため検討が必要。 

 （小清水町） 

ウ 

 

W 

大規模工場等の自衛水

防に係る取組の促進 

 

 ・洪水浸水想定区域内の大

規模工場（ﾎｸﾚﾝ中斜里製

糖工場）との自衛水防に

係る取組などの情報共有

が必要。（斜里町） 

・浸水防止計画について検

討することが必要。 

（斜里町） 
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取組項目 現状の取組状況 課題 

■（３）氾濫水の排水、施設運用等に関する取組 

 ① 氾濫水の排水、施設運用等に関する事項 

 ア 

 

X 

排水施設、排水資機材

の運用方法改善及び排

水施設の整備等 

 

・排水ﾎﾟﾝﾌﾟ車をはじめ、そ

の他照明車など排水に必

要な災害対策車両を全道

各地に配備。（網走開建） 

・協定を締結している町内の

建設業協会や消防の協力

及び網走開発建設部への

応援要請等による浸水の

排水作業を実施。（斜里町、

清里町、小清水町） 

・排水用ﾎﾟﾝﾌﾟの整備を実施。 

 （斜里町） 

・浸水時は、的確・迅速な

排水活動が求められるこ

とから、平時から資機材

の使用方法や能力等の確

認が必要。（振興局） 

・内水氾濫等が発生した場

合、排水施設（排水ﾎﾟﾝﾌﾟ

等）の設置や作業可能箇

所の有無等を把握するこ

とが必要。（振興局） 

 

 

洪水氾濫等による浸水

被害軽減地区を指定 

 

  

イ 

 

Y 

洪水を未然に防ぐ対策 

 

・斜里川、猿間川、秋の川、

幾品川において河川整備

を実施。（振興局） 

・河川機能確保のための計画

的な河道掘削や樹木伐採

等の維持管理を実施。 

 （振興局） 
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取組項目 現状の取組状況 課題 

■（４）その他 

 ①  その他 

 ア 

 

Z 

災害時及び災害復旧に

対する支援強化 

 

・国土交通省国土交通大学校

や北海道開発局研修室が

実施する研修には自治体

職員の受入や聴講が可能。 

（網走開建） 

・網走開発建設部管内の自治

体へ北海道開発局職員に

よる防災に関する出前講

座の実績有り。 

（網走開建） 

・特定の地方自治体間との災

害時相互応援協定を締結。 

 （斜里町） 

・参加可能な研修・訓練に参

加。（小清水町） 

 

イ 

 

A 
A 

災害情報の共有体制の

強化 

 

・『防災情報共有ｼｽﾃﾑ』への

接続により、国管理河川や

国道等の状況把握が可能。 

（網走開建） 

・災害発生時に、必要に応じ

て、ﾘｴｿﾞﾝの派遣を実施。 

（振興局） 

・関係機関が連携して災害対

応を行うための共通地図、

『北海道防災地図』を整備

中で、防災拠点、避難所、

病院等を掲載予定。 

（振興局） 
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６．減災のための目標 

（１）減災のための目標 

円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動、氾濫水の排水・浸水被害軽減を実施す

るため、各構成員が連携して平成33年度までに達成すべき減災目標は、以下のと

おりとした。 

 

【５年間で達成すべき目標】 

関係機関との連携を強化し、オホーツク東部地域の二級河川で発生しうる大

規模水害に対し、『逃げ遅れゼロ』『社会経済被害の最小化』を目指す。 

 

 

【目標達成に向けた３本柱】 

 水災害防止を目的に河川管理者が実施する堤防整備等の洪水氾濫を未然に

防ぐ対策に加えて、以下の取組を実施する。 

 

(１) 高速な洪水流による家屋倒壊や、氾濫水が流下・拡散しやすい地形による 

広範囲の浸水から人的被害を防ぐため、 

円滑かつ迅速な避難のための取組を実施する。 

 

(２) 高速な洪水流に河岸侵食や、氾濫水の流下・拡散を最小限にするため、 

的確な水防活動のための取組を実施する。 

 

(３) 救助活動や支援受け入れの円滑化に資する道路途絶の早期復旧や、 

社会経済活動の早期復旧のため、 

氾濫水の排水、浸水被害軽減のための取組を実施する。 
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７．概ね５年で実施する取組 

氾濫が発生することを前提として、社会全体で、常にこれに備える『水防災意

識社会』を再構築することを目的に、各構成員が取り組む主な内容は次のとおり

である。（別紙-2参照） 

（１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

主な取組項目 目標時期 取組機関 課題対応 

①  情報伝達、避難計画等に関する事項 

 
ア 河川管理者と町村長の間で河川情報等を伝

達するﾎｯﾄﾗｲﾝ等 

 

平成29年度 

から実施 

振興局 

斜里町 

清里町 

小清水町 

A 

イ 『避難勧告等に関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ』を参考とし

た避難勧告等の発令対象区域、発令判断基準

の見直し等 

 

平成29年度 

から実施 

振興局 

斜里町 

清里町 

小清水町 

B1 

避難計画に着目した水害対応ﾀｲﾑﾗｲﾝ（避難勧

告発令区域、避難判断基準等）の構築と実施

箇所検討等 

 

平成29年度 

から実施 

網走開建 

消防組合 

以外の機関 
B2 

ウ 水位周知河川の見直し及び水位周知河川以

外の道管理河川に係る『洪水氾濫危険区域図

』の提供や周知等 

 

平成29年度 

から実施 

振興局 

斜里町 

清里町 

小清水町 

C 

エ 『川の防災情報』による河川水位やCCTVｶﾒﾗ

等のﾘｱﾙﾀｲﾑ情報の周知等 

 

平成29年度 

から実施 

網走開建 

振興局 

 

D1 

緊急速報ﾒｰﾙの活用等、住民に洪水及び避難

情報を適切かつ確実に伝達する体制及び方

法等 

 

平成29年度 

から実施 

斜里町 

清里町 

小清水町 
D2 

オ 町村の避難場所で避難者を収容できない場

合、隣接する市町村に広域避難する際の連絡

体制等 

 

平成30年度 

から実施 

斜里町 

清里町 

小清水町 
E 

カ 町村地域防災計画に定めている要配慮者利

用施設について、避難確保や浸水防止計画の

作成や避難訓練の実施等 

 

平成29年度 

から実施 

網走開建 

斜里町 

清里町 

小清水町 

F1 

要配慮者利用施設等に係る避難確保計画の

作成や訓練の実施状況を踏まえた支援策や

支援体制等 

 

平成30年度 

から実施 

網走開建 

斜里町 

清里町 

小清水町 

F2 
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（１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

主な取組項目 目標時期 取組機関 課題対応 

②  平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項 

 
ア 想定最大規模の降雨に係る洪水浸水想定区

域図等の共有等 

 

平成29年度 

から実施 

振興局 

斜里町 G 

イ 想定最大規模の『浸水想定区域図』等を踏ま

えた洪水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの作成や公表等 

 

平成29年度 

から実施 

振興局 

気象台 

斜里町 

清里町 

小清水町 

H1 

『水害ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ作成の手引き』を参考に、

わかりやすい洪水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟを作成すると

ともに、住民に効果的に周知する方法等 

 

平成30年度 

から実施 

振興局 

気象台 

斜里町 

清里町 

小清水町 

H2 

ウ 『まるごと・まちごとﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ』を参考に

した取組の促進等 

 

平成30年度 

から実施 

振興局 

気象台 

斜里町 

清里町 

小清水町 

I 

エ 町村等による避難訓練の実施状況や予定を

共有し、住民を含む関係機関が連携した避難

訓練等 

 

平成29年度 

から実施 

消防組合 

以外の機関 J 

オ 防災教育に関する指導計画の作成支援、学校

等での防災教育の拡充等 

 

平成29年度 

から実施 

北海道警察 

斜里警察 

消防組合 

以外の機関 

K 
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（１）円滑かつ迅速な避難のための取組 

主な取組項目 目標時期 取組機関 課題対応 

③  円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項 

 
ア 危機管理型水位計の配置計画等 

 

平成29年度 

から実施 

 

振興局 

L1 

河川監視用ｶﾒﾗの配置計画等 

 

平成29年度 

から実施 

 

 

L2 

イ 危機管理型ﾊｰﾄﾞ対策について、概ね5年間で

実施する整備箇所の共有等 

 

平成30年度 

から実施 

振興局 

 M 

ウ 防災資機材の備蓄整備等 

 

平成29年度 

から実施 

振興局 

自衛隊 

斜里町 

N 

エ 避難場所、避難経路の整備等 

 

平成29年度 

から実施 

斜里町 

清里町 

小清水町 

O 
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（２）的確な水防活動のための取組 

主な取組項目 目標時期 取組機関 課題対応 

①  水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項 

 
ア 河川整備状況を踏まえ、出水期前に重要水防

箇所の確認を行うとともに、関係者による共

同点検の実施等 

 

平成29年度 

から実施 

振興局 

斜里町 

清里町 

小清水町 

P 

イ 関係機関が保有する水防資機材の配置につ

いて共有するとともに、水防資機材の整備や

洪水時の相互応援等 

 

平成29年度 

から実施 

振興局 

自衛隊 

斜里町 

清里町 

小清水町 

Q 

ウ 住民を含めた関係機関が参加した実践的な

水防訓練等 

 

平成29年度 

から実施 

全機関 

R 

エ 関係機関の水防に関する広報の取組状況や

予定等を共有し、先進事例を踏まえた広報の

充実等 

 

平成29年度 

から実施 

振興局 

斜里町 

清里町 

小清水町 

S 

オ 水防団の分団等の配置、管轄区域等を共有し

、洪水時の水防団間の連携・協力等 

 

平成29年度 

から実施 

 

T 

②  町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項 

 
ア 洪水浸水想定区域内に設置されている災害

拠点病院等の施設管理者に、洪水が発生した

際、確実に情報伝達する方法の検討等 

 

平成30年度 

から実施 

 

U 

イ 町村庁舎等が、洪水時に想定される浸水被害

を確認し、適切な機能確保のための対策（耐

水化、非常用電源等の整備等）の検討等 

 

平成29年度 

から実施 

斜里町 

小清水町 V 

ウ 洪水浸水想定区域内の地域防災計画に定め

られている大規模工場等の施設について、浸

水防止計画作成や、訓練実施等 

 

平成30年度 

から実施 

斜里町 

 

 
W1 

浸水防止計画の作成や訓練の実施状況等を

踏まえた支援策等 

 

平成30年度 

から実施 

斜里町 

 

 

W2 
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（３）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組 

主な取組項目 目標時期 取組機関 課題対応 

③  氾濫水の排水、施設運用等に関する事項 

 
ア 洪水浸水想定区域内の排水施設及び資機材

の配置、運用方法の情報を共有するとともに

、排水施設管理者相互の連絡体制を構築し、

洪水発生の際は、円滑かつ迅速な排水作業を

行えるよう運用方法の検討等 

 

平成29年度 

から実施 

網走開建 

振興局 

自衛隊 

斜里町 

清里町 

小清水町 

X 

イ 河川管理者が実施する河道整備や河道の維

持管理について情報を共有等 

 

平成29年度 

から実施 

振興局 

Y 

 

 

 

（４）その他 

主な取組項目 目標時期 取組機関 課題対応 

①  その他 

 
ア 国が実施する研修、訓練への地方公共団体の

参画等、災害対応にあたる人材を育成するた

めの方策や、地方公共団体相互の支援体制の

強化等 

 

平成29年度 

から実施 

網走開建 

振興局 

斜里町 

小清水町 

Z 

イ 各構成員における災害情報の共有体制を強

化するため、共有すべき災害情報や当該情報

の共有方策等 

 

平成29年度 

から実施 

網走開建 

振興局 

小清水町 
AA 
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８．フォローアップ 

各機関の取組内容については、必要に応じて、減災目標や各機関の防災業務計

画、地域防災計画、河川整備計画等に反映することで責任を明確にし、組織的、

計画的、継続的に取り組むことが重要である。 



○課題解決に向けた取組（現状の取組状態と課題）

開発建設部 振興局 気象台 陸上自衛隊
   北海道警察
・斜里警察署

斜里町 清里町 小清水町 消防組合 課題

（１）円滑かつ迅速な避難のための取組

①情報伝達、避難計画等に関する事項
ア　洪水時の河川管理者からの情報提供等
　　（内容及びタイミングの確認）

河川管理者と町村長の間で河川
情報等を伝達するホットライン
の構築状況の確認

A

(1)①ア

－

・振興局、関係自治
体首長とのホットラ
インが構築済。

－ － －

・振興局、関係自治
体首長とのホットラ
インが構築済。

・振興局、関係自治
体首長とのホットラ
インが構築済。

・振興局、関係自治
体首長とのホットラ
インが構築済。

－ －

『避難勧告等に関するガイドラ
イン』（H29.1月内閣府）を参
考とした避難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準等の確認 B1

(1)①イ1

－

・斜里川、猿間川で
は、平成29年11月
より想定最大規模の
降雨による浸水想定
区域を作成・公表
し、斜里町長に通知
済。

－ － －

・斜里川、猿間川に
ついて、計画洪水を
対象とした避難勧告
等の発令区域、基準
を設定済。

・清里町地域防災計
画において、避難勧
告等の発令基準（暫
定版）を設定。

－ －

・発令基準等の判断基準となる水位計が不足。（振興局、斜里町、清
里町、小清水町）
・想定最大規模の洪水を対象とした避難勧告等の発令区域、基準を設
定することが必要。（斜里町）
・想定最大規模の洪水を対象とした避難勧告等の発令区域、基準の設
定について検討が必要。（小清水町）

避難計画に着目した水害対応タ
イムライン（避難勧告発令区
域、避難判断基準等）の構築及
び実施箇所の検討調整
※協議会資料を適宜修正

B2

(1)①イ2

－

・斜里川、猿間川
（水位周知河川）の
タイムライン につい
て、幹事会で提示し
関係機関と調整中。 － － －

・斜里川、猿間川
（水位周知河川）の
タイムラインについ
て検討し、関係機関
と調整中。 － － －

・タイムラインを作成し、避難勧告の発令基準等を明確にし、地域防
災計画に反映させることが必要。（振興局）
・避難準備・高齢者等避難開始を発令するためのタイミングや判断を
検討することが必要。（斜里町）

水位周知河川の検討調整

－

・斜里川、猿間川が
対象。

－ － － － － － － －

『地域の水害危険性の周知に関
するガイドライン』（H29.3月
国交省）を参考に、簡易な方法
による水害危険性の周知を行う
河川及び当該河川における情報
提供方法の検討調整

－

・水位周知河川以外
について、平成29年
度より洪水氾濫危険
区域図を作成中。

－ － － － － － －

・水位周知河川以外の水位情報の把握、周知方法を検討することが必
要。  （振興局、斜里町、清里町、小清水町）

『川の防災情報』等、河川水位
やCCTVカメラ等、リアルタイ
ム情報等の周知について検討調
整 D1

(1)①エ1

・国管理区間では、
ホームページで、河
川水位やCCTVカメ
ラ等のリアルタイム
情報提供を実施。

・水位計を、斜里
（斜里川）、中央橋
（斜里川）、札弦
（斜里川）、猿間
（猿間川）の4地
点、雨量計を猿間、
札弦の２地点に設置
済。

－ － － －

・主要水位観測所の
ある斜里川中央橋と
札弦のみ「川の防災
情報」で水位の確認
可能。 － －

・水位周知河川以外の水害リスクの高い箇所を把握し、水位情報の把
握、周知方法を検討することが必要。（振興局、斜里町）

緊急速報メールの活用等、住民
等に洪水及び避難情報等を適切
かつ確実に伝達する体制及び方
法を検討調整

D2

(1)①エ2

－

・気象警報、注意
報、河川水位、雨
量、水防警報等の情
報を、ホームページ
や報道機関等の協力
を得て、テレビ、ラ
ジオ等による伝達を
実施済。

・H29出水期から新
たなステージに対応
した防災気象情報の
改善の運用を開始。

－ －

・防災行政無線によ
るサイレン吹鳴及び
避難勧告等の放送、
災害情報や緊急速報
のメール配信、WEB
等による河川水位、
広報車等、様々な手
段を活用した情報伝
達。
・自治会長を含めた
自治会連絡網、個人
携帯電話、ＦＡＸ
等、様々な情報伝達
手段を用いた住民へ
の情報連絡体制づく
りを実施済。

・災害情報や緊急速
報のメール配信、
WEB等による河川水
位、広報車等、様々
な手段を活用し、情
報を伝達。

・緊急速報のメール
配信、広報車等、
様々な手段を活用し
た情報伝達。

－

・高齢者や要配慮者への避難準備情報を発令するためのタイミングや
判断を検討することが必要。（斜里町、清里町、小清水町）
・地域住民等の水害に係る意識改革が必要。（斜里町、清里町、小清
水町）

オ　隣接市町村への広域避難体制の構築 町村の避難場所のみで、避難者
を収容できない場合は、隣接市
町村等に避難場所を設定する
等、広域避難に係る連絡体制等
の検討調整

E

(1)①オ

－ － － － － － － － －

・周辺のへの避難が安全となる場合があるため、広域避難計画につい
ての検討が必要。（斜里町、清里町、小清水町）

町村地域防災計画に定められた
要配慮者利用施設について、避
難確保計画作成状況や避難訓練
実施状況を確認 F1

(1)①カ1

・平成29年5月19
日に網走市で網走地
区における要配慮者
施設への説明会を実
施し、適切な避難行
動への理解について
説明。

・平成３０年度、洪
水浸水想定区域内に
おける要配慮者利用
施設位置図を提示。

－ － － － － － －

・洪水浸水想定区域内の要配慮者利用施設は、地域防災計画に位置付
けられておらず、避難確保計画や避難訓練について検討することが必
要。（斜里町、清里町、小清水町）

避難確保計画作成や避難訓練の
実施状況等を踏まえ、支援策、
支援体制等について検討調整

F2

(1)①カ2

・平成29年5月19
日に網走市で網走地
区における要配慮者
施設への説明会を実
施し、適切な避難行
動への理解について
説明。

－ － － － － ー － －

・洪水浸水想定区域内の要配慮者利用施設は、地域防災計画に位置付
けられておらず、避難確保計画や避難訓練について検討することが必
要。（斜里町）

現状の取組状態

エ　ICT等を活用し住民等へ適切かつ確実に
　　情報伝達する方法等の改善・充実

カ　要配慮者利用施設等に関する避難計画
　　等の作成・訓練に対する支援

取組
番号

C

(1)①ウ

項　　目（28項目） 確認事項（36事項）

イ　避難勧告等の発令対象区域、発令判断基準
　　等の確認

ウ　水害危険性（浸水想定及び河川水位等の
　　情報）の周知

資料 ２



○課題解決に向けた取組（現状の取組状態と課題）

開発建設部 振興局 気象台 陸上自衛隊
   北海道警察
・斜里警察署

斜里町 清里町 小清水町 消防組合 課題

現状の取組状態
取組
番号

項　　目（28項目） 確認事項（36事項）

資料 ２

（１）円滑かつ迅速な避難のための取組

②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項
ア　想定最大規模の降雨に係る洪水浸水想定
　　区域図等の共有

想定最大規模の降雨に係る洪水
浸水想定区域図等の共有

G

(1)②ア

－

・斜里川、猿間川で
は、想定最大規模の
降雨による浸水想定
区域、浸水継続時
間、家屋倒壊等氾濫
想定区域（氾濫流、
河岸浸食）を作成・
公表済。

－ － －

・平成29年11月に
斜里川、猿間川（水
位周知河川：斜里
町）における想定最
大規模の降雨による
浸水想定区域図が道
から通知済。

－ － －

・斜里町HPで公表することが必要。（斜里町）

想定最大規模の『浸水想定区域
図』や『洪水浸水想定区域図』
を踏まえた洪水ハザードマップ
の作成や公表に係る情報等を共
有

H1

(1)②イ1

－

・斜里川、猿間川で
は、想定最大規模の
降雨による浸水想定
区域、浸水継続時
間、家屋倒壊等氾濫
想定区域（氾濫流、
河岸浸食）を作成・
公表済。

－ － － － － － －

・想定最大規模の洪水ハザードマップは、作成することが必要。
　（斜里町、清里町、小清水町）

『水害ハザードマップ作成の手
引き』（H28.4月国交省）を参
考に、わかりやすい洪水ハザー
ドマップを作成し、住民等に効
果的に周知する方法を検討調整

H2

(1)②イ2

－ ー － － － － － － －

・効果的な周知方法を検討することが必要。
（斜里町、清里町、小清水町）

ウ　『まるごと・まちごとハザードマップ』
　　の促進

『まるごと・まちごとハザード
マップ実施の手引き』（H29.6
月国交省）を参考にした、取組
の推進について検討調整

I

(1)②ウ

－ ー － － － － － － －

・『まるごと・まちごとハザードマップ』の作成について検討するこ
とが必要。（斜里町、清里町、小清水町）

エ　住民、関係機関が連携した避難訓練等
　　の充実

町村等による避難訓練の実施状
況や予定を共有し、住民を含む
関係機関が連携した避難訓練を
検討調整

J

(1)②エ

・国管理区間におい
ては、各関係機関主
催の訓練等に参画。

・関係機関が実施す
る避難訓練等に参
画。

・関係機関の避難訓
練等に参画。

・関係機関が実施す
る避難訓練等に参
画。

・関係機関の避難訓
練等に参画。

・地域住民、関係機
関、更に、民間機関
を交えた総合防災訓
練の実施を検討。
・自助、共助による
災害に強い地域作り
を目指し、自主防災
組織を強化・促進す
るための取組とし
て、避難訓練を実
施。

・地域住民、関係機
関、更に、民間機関
を交えた総合防災訓
練の実施を検討。
・自助、共助による
災害に強い地域作り
を目指し、自主防災
組織を強化・促進す
るための取組とし
て、避難訓練を実
施。

・地域住民、関係機
関、更に、民間機関
を交えた総合防災訓
練の実施。

－

・防災意識の向上や訓練参加者拡大に向けた訓練内容を検討すること
が必要。（斜里町）
・地域（自主防災組織）毎の避難訓練の取り組みを把握することが必
要。（小清水町）

オ　防災教育の促進 防災教育に関する指導計画の作
成支援、学校等での防災教育の
拡充等、様々な取組みについて
検討調整

K

(1)②オ

・必要に応じて、防
災意識の向上や河川
環境への理解を深め
るため、「川の防災
学習会」を実施。

・必要に応じ、町村
が行う取組に協力。
・『Doはぐ』や『地
域防災マスター制
度』等、防災教育事
業の推進。

・必要に応じて、町
が行う取組に協力。

・必要に応じ町が行
う取組について協
力。

－

・災害発生時、迅
速、的確に住民が避
難できるよう、避難
行動に関する資料等
の作成、配付（パン
フレット、防災マッ
プ）、避難訓練、防
災に関する出前講
座、防災学習等の実
施により、指定緊急
避難場所、指定避難
所、避難方法等の周
知徹底や、避難行
動、水害リスクにつ
いて指導、啓発を実
施し、防災意識の向
上を図る。

・災害発生時、迅
速、的確に住民が避
難できるよう、避難
行動に関する資料等
の作成、配付（パン
フレット、防災マッ
プ）、避難訓練、防
災に関する出前講
座、防災学習等の実
施により、指定緊急
避難場所、指定避難
所、避難方法等の周
知徹底や、避難行
動、水害リスクにつ
いて指導、啓発を実
施し、防災意識の向
上を図る。

・災害発生時、迅
速、的確に住民が避
難できるよう、避難
行動に関する資料等
の作成、配付（パン
フレット、防災マッ
プ）、避難訓練等の
実施により、指定緊
急避難場所、指定避
難所、避難方法等の
周知徹底や、避難行
動、水害リスクにつ
いて指導、啓発を実
施し、防災意識の向
上を図る。

－

・地域住民等の水害に係る意識改革が必要。（斜里町、清里町、小清
水町）

③円滑かつ迅速な避難に資する施設の整備等に関する事項
危機管理型水位計の配置計画を
検討調整

L1

(1)③ア1

－

・水位周知河川区間
以外について、水位
を把握するための簡
易水位計の配置計画
を検討。

－ － － － － － －

・水位周知河川（区間）以外の水害リスクの高い箇所を把握し、水位
情報、周知方法を検討することが必要。（振興局）

河川監視用カメラの配置計画を
検討調整

L2

(1)③ア2

－ － － － － － － － －

・防災対策の観点から河川監視用カメラの設置が望ましいが、町独自
での設置は困難。（斜里町、清里町、清里町）

イ　危機管理型ハード対策の実施 危機管理型ハード対策につい
て、概ね５年間で実施する整備
箇所の共有
※堤防決壊迄の時間を引延ばす
ための堤防天端舗装等

M

(1)③イ

－

・平成30年度より、
斜里川の重要水防区
間の一部において、
堤防天端舗装を実
施。

－ － － － ー － －

・堤防決壊までの時間を少しでも引き延ばすため、市街地区間の堤防
天端舗装について検討することが必要。（振興局）

ウ　河川防災ステーション等の整備
　※ここでは防災資材備蓄整備と記載

ブロック、土砂等の防災資機材
の備蓄整備について検討調整

N

(1)③ウ

－ － －

・防災装備品を計画
的に整備。

－

・防災資材備蓄を町
内6箇所の防災倉庫
に備蓄。

－ － －

・防災資材の備蓄、充実が重要。（振興局、斜里町）

エ　避難場所、避難経路の整備 避難場所、避難経路の整備につ
いて検討調整

O

(1)③エ

－ ー － － － － ー － －

・広範囲の浸水により、避難に必要な経路が確保できず、孤立する集
落が発生し、避難場所が確保できない場合がある。（斜里町、清里
町）
・水害に係る避難経路の指定について検討することが必要。（小清水
町）

イ　水害ハザードマップの作成、改良と周知

ア　危機管理型水位計等の整備



○課題解決に向けた取組（現状の取組状態と課題）

開発建設部 振興局 気象台 陸上自衛隊
   北海道警察
・斜里警察署

斜里町 清里町 小清水町 消防組合 課題

現状の取組状態
取組
番号

項　　目（28項目） 確認事項（36事項）

資料 ２

（２）的確な水防活動のための取組

①水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項
ア　重要水防箇所の確認 河川整備状況を踏まえ、出水期

前に重要水防箇所の確認を行う
とともに、関係者による共同点
検の実施について検討調整 P

(2)①ア

－

・斜里川、猿間川の
土地利用を踏まえ、
平成29年度に重要水
防区間を追加。
・重要水防箇所の確
認は出水期前に実
施。

－ － － － ー － －

・道管理河川の水害リスクが高い箇所の共同点検が必要。
　（斜里町、清里町、小清水町）

イ　水防資機材の整備等 関係機関が保有する水防資機材
の配置について共有するととも
に、水防資機材の整備や洪水時
の相互応援について検討調整 Q

(2)①イ

－

・各機関が保有して
いる情報を共有。

－

・各機関が保有して
いる情報を共有。

－

・各機関が保有して
いる情報は共有。

・各機関が保有して
いる情報は共有。

・各機関が保有して
いる情報は共有。

－

・各機関が保有する水防資機材について保管場所等の詳細な情報を共
有することが必要。（振興局、自衛隊、斜里町、清里町、小清水町）
・防災備蓄ヤードの備蓄資材を関係機関で活用することが可能か検討
することが必要（振興局）

ウ　水防訓練の充実 住民を含めた関係機関が参加し
た実践的な水防訓練について検
討調整

R

(2)①ウ

－

・関係機関主催の訓
練等に参画。

・関係機関の水防訓
練等に、必要に応じ
て参画。

・各関係機関主催の
訓練等に参画。

・関係機関の水防訓
練等に参画。

・関係機関を交えた
総合的な防災訓練を
実施。

・関係機関を交えた
総合的な防災訓練を
実施。

・関係機関を交えた
総合的な防災訓練を
実施。

・防災訓練の一部内
容で、水防訓練を実
施している。

エ　水防に関する広報の充実 関係機関の水防に関する広報の
取組状況や予定等を共有し、先
進事例を踏まえた広報の充実に
ついて検討調整

S

(2)①エ

－

・ポスター掲示・
リーフレット配布や
HPを通じ、水防活動
の担い手となる消防
団員の募集を行うと
ともに、水防協力団
体の募集・指定を行
う等、水防団確保の
ための取組みを実
施。

－ － －

・斜里地区消防組合
と連携し消防団員募
集のための広報、ポ
スター掲示、パンフ
レット配布等を実
施。

・斜里地区消防組合
と連携し消防団員募
集のための広報、ポ
スター掲示、パンフ
レット配布等を実
施。

・斜里地区消防組合
と連携し消防団員募
集のための広報、ポ
スター掲示、パンフ
レット配布等を実
施。

－

・消防団員の減少、高齢化の傾向にあり、想定最大規模の洪水の際
は、人員が確保できるかが課題。（斜里町、清里町、小清水町）

オ　水防団間での連携、協力に関する検討 各水防団の分団等の配置、管轄
区域等を共有し、洪水時の水防
団間の連携・協力について検討
調整 T

(2)①オ

－ ー － － － － ー － － －

②町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項
ア　災害拠点病院等の施設管理者への情報
　　伝達の充実

洪水浸水想定区域内に設置され
ている災害拠点病院等の施設管
理者に、洪水が発生した際、確
実に情報伝達する方法について
検討調整

U

(2)②ア

－ － － － －

・斜里町国民健康保
険病院を含む非常配
備体制を構築。

ー － － －

イ　洪水時の防災拠点となる町村庁舎等の
　　機能確保対策の充実

町村庁舎等が、洪水時に想定さ
れる浸水被害を確認し、適切な
機能確保のための対策（耐水
化、非常用電源等の整備等）に
ついて検討調整

V

(2)②イ

－ ー － － － － ー － －

・耐震化や非常用電源等は整備が必要。（斜里町）
・非常用発電機の稼働時間が４８時間未満となっているため検討が必
要。  （小清水町）

洪水浸水想定区域内の地域防災
計画に定められている大規模工
場等の施設について、浸水防止
計画の作成状況、訓練実施状況
を確認

W1

(2)②ウ1

－ ー － － － － ー － －

・洪水浸水想定区域内の大規模工場（ホクレン中斜里製糖工場）との
自衛水防に係る取組などの情報共有することが必要。（斜里町）

浸水防止計画の作成や訓練の実
施状況等を踏まえ、それぞれの
取組を促す支援策について検討
調整 W2

(2)②ウ2

－ ー － － － － ー － －

・浸水防止計画について検討することが必要。（斜里町）

ウ　大規模工場等の自衛水防に係る取組の
　　促進



○課題解決に向けた取組（現状の取組状態と課題）

開発建設部 振興局 気象台 陸上自衛隊
   北海道警察
・斜里警察署

斜里町 清里町 小清水町 消防組合 課題

現状の取組状態
取組
番号

項　　目（28項目） 確認事項（36事項）

資料 ２

（３）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組

①氾濫水の排水、施設運用等に関する事項
ア　排水施設、排水資機材の運用方法の改善
　　及び排水施設の整備等

洪水浸水想定区域内の排水施設
及び資機材の配置、運用方法の
情報を共有するとともに、排水
施設管理者相互の連絡体制を構
築し、洪水発生の際は、円滑か
つ迅速な排水作業を行えるよう
運用方法等について検討調整 X

(3)①ア

・排水ポンプ車をは
じめ、その他照明車
など排水に必要な災
害対策車両を全道各
地に配備している。
・〈参考〉排水訓練
を北見地区、美幌地
区、湧別地区で実
施。

－ － － －

・協定を締結してい
る町内の建設業協会
や消防の協力及び網
走開発建設部への応
援要請等による浸水
の排水作業を実施。
・排水用ポンプの整
備を実施。

・協定を締結してい
る町内の建設業協会
や消防の協力及び網
走開発建設部への応
援要請等による浸水
の排水作業を実施。

・協定を締結してい
る町内の建設業協会
や消防の協力及び網
走開発建設部への応
援要請等による浸水
の排水作業を実施。

－

・浸水時は、的確・迅速な排水活動が求められることから、平時から
資機材の使用方法や能力等の確認が必要。（振興局）
・内水氾濫等が発生した場合、排水施設（排水ポンプ等）の設置や作
業可能箇所の有無等について把握することが必要。（振興局）

イ　洪水を未然に防ぐ対策 河川管理者が実施する河道整備
や河道の維持管理について情報
を共有

Y

(3)①イ

－

・斜里川、猿間川、
秋の川、幾品川にお
いて河川整備を実
施。
・河川機能確保のた
めの計画的な河道掘
削や樹木伐採等の維
持管理を実施。 － － － － ー － － －

（４）その他

①その他
ア　災害時及び災害復旧に対する支援強化 国が実施する研修、訓練への地

方公共団体の参画等、災害対応
にあたる人材を育成するための
方策や、地方公共団体相互の支
援体制の強化について検討調整

Z

(4)①ア

・国土交通省国土交
通大学校や北海道開
発局研修室が実施す
る研修には自治体職
員の受入や聴講が可
能。
・網走開発建設部管
内の自治体へ北海道
開発局職員による防
災に関する出前講座
の実績有り。

－ － － －

・特定の地方自治体
間との災害時相互応
援協定を締結。

ー

・参加可能な研修・
訓練があれば参加。

－ －

イ　災害情報の共有体制の強化 各構成員における災害情報の共
有体制を強化するため、共有す
べき災害情報や当該情報の共有
方策等について検討調整

AA

(4)①イ

・「防災情報共有シ
ステム」への接続に
より、国管理河川や
国道等の状況把握が
可能。

・災害発生時に、必
要に応じて、リエゾ
ンの派遣を実施。
・関係機関が連携し
て災害対応を行うた
めの共通地図『北海
道防災地図』を整備
中で、防災拠点、避
難所、病院等を掲載
予定。

－ － － － ー － － －



項目、事項、内容 取組番号 取組項目 開発建設部 振興局 気象台 陸上自衛隊 北海道警察北見方面本部 斜里警察署 斜里町 清里町 小清水町
斜里地区
消防組合

①情報伝達、避難計画等に
　関する事項

A

(1)①ア

河川管理者と町村長の間で河川情
報等を伝達するホットラインの取
組等

－

・ホットライン等を活用
した情報伝達について、
引き続き実施。

－ － － －

・ホットライン等を活用
した情報伝達について、
引き続き実施。

・ホットライン等を活用
した情報伝達について、
引き続き実施。

・ホットライン等を活用
した情報伝達について、
引き続き実施。

－

B1

(1)①イ1

『避難勧告等に関するガイドライ
ン』を参考とした避難勧告等の発
令対象区域、発令判断基準の見直
しに係る取組等 － － － － － －

・想定最大規模等の洪水
における避難勧告等の発
令基準等の設定を検討。

・想定最大規模等の洪水
における避難勧告等の発
令基準等の設定を検討。

・想定最大規模等の洪水
における避難勧告等の発
令基準等の設定を検討。

－

B2

(1)①イ2

避難計画に着目した水害対応タイ
ムライン（避難勧告発令区域、避
難判断基準等）の構築と実施箇所
検討の取組等 －

・水位周知河川につい
て、構成する町等と協議
し、タイムライン作成
し、必要に応じて見直
す。

・タイムラインの作成・
見直しについて、必要に
応じて助言。

・水害対応タイムライン
に沿った訓練を実施し、
必要に応じてタイムライ
ンを見直す。

・水害対応タイムライン
に沿った訓練を実施し、
必要に応じてタイムライ
ンを見直す。

・水害対応タイムライン
に沿った訓練を実施し、
必要に応じてタイムライ
ンを見直す。

・水害対応タイムライン
に沿った訓練を実施し、
必要に応じてタイムライ
ンを見直す。

・水害対応タイムライン
の作成検討。

・水害対応タイムライン
の作成検討。

－

水位周知河川の見直しに係る取組
等

－

・水位周知河川の見直し
等、必要に応じ、関係機
関と協議・検討。

－ － － －

・水位周知河川の追加等
については、必要に応
じ、関係機関と協議・検
討。

・水位周知河川の追加等
については、必要に応
じ、関係機関と協議・検
討。

・水位周知河川の追加等
については、必要に応
じ、関係機関と協議・検
討。 －

水位周知河川以外の道管理河川係
る『洪水氾濫危険区域図』の提供
や周知に関する取組等

－

・洪水氾濫危険区域図を
平成30年７月以降に関係
する町に提供予定。

－ － － － － － － －

D1

(1)①エ1

『川の防災情報』による河川水位
やCCTVカメラ等のリアルタイム
情報の周知に関する取組等

・HPや出前講座等で広報
活動を実施。

・水害危険性などから早
急に配置が必要な河川に
ついてH30から順次設置
予定。 － － － － － － － －

D2

(1)①エ2

緊急速報メールの活用等、住民に
洪水及び避難情報を適切かつ確実
に伝達する体制及び方法に関する
取組等

－ － － － － －

・サポートメール（登録
制）による緊急防災情報
配信や利用の促進。
・避難行動を行う際の支
援者を自治会や集落毎に
選定し、名簿、連絡網等
を作成。
・自治会や自主防災組織
に対する研修会の実施。
・広報誌やHPでの、水害
に係る啓発記事を、必要
に応じて充実を図る。

・サポートメール（登録
制）による緊急防災情報
配信や利用の促進。
・自治会や自主防災組織
に対する研修会の実施。
・広報誌やHPでの、水害
に係る啓発記事を、必要
に応じて充実を図る。

・登録制メールによる緊
急防災情報配信や利用の
促進。
・自治会や自主防災組織
に対する研修会の実施。
・広報誌やHPでの、水害
に係る啓発記事を、必要
に応じて充実を図る。 －

E

(1)①オ

各町村の避難場所で避難者を収容
できない場合、隣接する市町村に
広域避難する際の連絡体制に関す
る取組等 － － － － － －

・H33までに隣接する自
治体と広域避難計画を検
討。

・H33までに隣接する自
治体と広域避難計画を検
討。

・H33までに隣接する自
治体と広域避難計画を検
討。

－

F1

(1)①カ1

町村地域防災計画に定めている要
配慮者利用施設について、避難確
保や浸水防止計画の作成や避難訓
練実施に関する取組等

・振興局や自治体と連携
し、水害・土砂災害時の
避難行動について理解を
深めてもらうよう、HPや
出前講座等で広報活動を
実施。

－ － － － －

・H33までに、想定最大
規模の洪水時に対する、
避難確保計画作成と避難
訓練を検討。

・H33までに、想定最大
規模の洪水時に対する、
避難確保計画作成と避難
訓練を検討。

・H33までに、想定最大
規模の洪水時に対する、
避難確保計画作成と避難
訓練を検討。 －

F2

(1)①カ2

要配慮者利用施設等に係る避難確
保計画の作成や訓練の実施状況を
踏まえた支援策や支援体制に関す
る取組等

・避難確保計画又は浸水
防止計画の作成を行う施
設の所有者又は管理者に
対し、必要に応じて作成
の支援を実施。

－ － － － －

・上記に合わせ、必要に
応じて施設管理者と協議
し調整。

・上記に合わせ、必要に
応じて施設管理者と協議
し調整。

・上記に合わせ、必要に
応じて施設管理者と協議
し調整。

－

○概ね５年で実施する取組（案）

（１）円滑かつ迅速な避難のための取組

C

(1)①ウ

資料 ２



項目、事項、内容 取組番号 取組項目 開発建設部 振興局 気象台 陸上自衛隊 北海道警察北見方面本部 斜里警察署 斜里町 清里町 小清水町
斜里地区
消防組合

②平時からの住民等への周
　知・教育・訓練に関する
　事項

G

(1)②ア

想定最大規模の降雨に係る洪水浸
水想定区域図等の共有に関する取
組等

－

・水位周知河川における
洪水浸水想定区域図はHP
のほか、浸水ナビを利用
して平成30年度に公表予
定。
・水位周知河川以外は、
簡易的な手法により『洪
水氾濫危険区域図』を作
成し、平成30年度7月以
降に提供を予定。

－ － － －

・H30年度に斜里町HP
に掲載予定。

－ － －

H1

(1)②イ1

想定最大規模の『浸水想定区域
図』等を踏まえた洪水ハザード
マップの作成や公表に係る取組等

－

・町がハザードマップ作
成する際は、必要に応じ
て助言。

・町がハザードマップ作
成する際は、必要に応じ
て助言。

－ － －

・H33年度までに、作成
し公表。

・H33年度までに、作成
し公表。

・H33年度までに、作成
し公表。

－

H2

(1)②イ2

『水害ハザードマップ作成の手引
き』を参考に、わかりやすい洪水
ハザードマップを作成するととも
に、住民に効果的に周知する方法
等の検討に関する取組等

－

・町がハザードマップ作
成する際は、必要に応じ
て助言。

・町がハザードマップ作
成する際は、必要に応じ
て助言。

－ － －

・公表する際の周知方法
を検討。

・公表する際の周知方法
を検討。

・公表する際の周知方法
を検討。

－

I

(1)②ウ

『まるごと・まちごとハザード
マップ』を参考にした取組みの促
進等

－

・町が「まるごと・まち
ごとハザードマップ」を
作成する際は、必要に応
じて助言。

・町が「まるごと・まち
ごとハザードマップ」の
取組を行う場合は必要に
応じて助言。 － － －

・平成33年度までに、
「まるごと・まちごとハ
ザードマップ」の作成を
検討。

・平成33年度までに、
「まるごと・まちごとハ
ザードマップ」の作成を
検討。

・平成33年度までに、
「まるごと・まちごとハ
ザードマップ」の作成を
検討。 －

J

(1)②エ

各町村等による避難訓練の実施状
況や予定を共有し、住民を含む関
係機関が連携した避難訓練の取組
等

・国管理区間以外の関係
機関を含め、必要に応じ
て各関係機関主催の訓練
等に参画。

・引き続き、関係機関主
催の訓練等に参画。

・引き続き、関係機関の
避難訓練等に参画。

・引き続き、関係機関が
実施する避難訓練に参
画。

・引き続き、関係機関の
避難訓練等に参画。

・引き続き、関係機関の
避難訓練等に参画。

・避難訓練の実施等、防
災体制の強化。

・「北海道地域防災マス
ター」の取得を促すとと
もに、これを交えた避難
訓練の実施等、防災体制
の強化。

・「北海道地域防災マス
ター」の取得を促すとと
もに、これを交えた避難
訓練の実施等、防災体制
の強化。

－

K

(1)②オ

防災教育に関する指導計画の作成
支、学校等での防災教育の拡充
等、々な取組等

・必要に応じて、防災意
識の向上や河川環境への
理解を深めるため、『川
の防災学習会』を実施。

・引き続き、町が行う取
組について協力する。

・引き続き、必要に応じ
て、町が行う取組に協
力。

・必要に応じ市町が行う
取組について協力。

－ －

・出前講座、講習会、防
災学習等を継続的に実
施。

・出前講座、講習会、防
災学習等を継続的に実
施。

・出前講座、講習会、防
災学習等を継続的に実
施。

－

③円滑かつ迅速な避難に資
　する施設等の整備に関す
　る事項 L1

(1)③ア1

危機管理型水位計の配置計画に係
る取組等

－

・水害危険性などから早
急に配置が必要な河川に
ついてH30から順次設置
予定。 － － － － － － － －

L2

(1)③ア2

河川監視用カメラの配置計画に係
る取組等

－ ー － － － － － － － －

M

(1)③イ

危機管理型ハード対策について、
概ね５年間で実施する整備箇所の
共有に係る取組等

－

・重要水防区間の堤防天
端の保護箇所の検討。

－ － － － ー － － －

N

(1)③ウ

防災資機材の備蓄整備に係る取組
等

－

・防災資材について、計
画的に整備、備蓄、充実
を図る。

－

・引き続き、防災装備品
を計画的に整備する予
定。

－ －

・防災資材について、計
画的に整備、備蓄、充実
を図る。

－ － －

O

(1)③エ

避難場所、避難経路の整備に係る
取組等

－ ー － － － －

・避難計画を策定する際
に、必要に応じて検討。

・避難計画を策定する際
に、必要に応じて検討。

・避難計画を策定する際
に、必要に応じて検討。

－

○概ね５年で実施する取組（案）

（１）円滑かつ迅速な避難のための取組

資料 ２



項目、事項、内容 取組番号 取組項目 開発建設部 振興局 気象台 陸上自衛隊 北海道警察北見方面本部 斜里警察署 斜里町 清里町 小清水町
斜里地区
消防組合

P

(2)①ア

河川整備状況を踏まえ、出水期前
に重要水防箇所の確認を行うとと
もに、関係者による共同点検の実
施に係る取組等 －

・必要に応じ、共同点検
の実施を検討。

－ － － －

・関係機関で実施する共
同点検があれば参画。

・関係機関で実施する共
同点検があれば参画。

・関係機関で実施する共
同点検があれば参画。

－

Q

(2)①イ

関係機関が保有する水防資機材の
配置について共有するとともに、
水防資機材の整備や洪水時の相互
応援に係る取組等 －

・水防資機材等の保有状
況（数や保管場所）の詳
細を共有。

－

・水防資機材等の保有状
況（数や保管場所）の詳
細を共有。
・人命救助システム（水
害用）の整備及び取扱い
訓練を実施。

－ －

・水防資機材等の保有状
況（数や保管場所）の詳
細を共有。

・水防資機材等の保有状
況（数や保管場所）の詳
細を共有。

・水防資機材等の保有状
況（数や保管場所）の詳
細を共有。

－

R

(2)①ウ

住民を含めた関係機関が参加した
実践的な水防訓練に係る取組等

・必要に応じて、関係機
関の水防訓練等に参画。

・引き続き、各関係機関
主催の訓練等に参画。

・引き続き、関係機関の
水防訓練等に、必要に応
じて参画。

・引き続き各関係機関主
催の訓練等に参画。

・引き続き、関係機関の
水防訓練等に参画。

・引き続き、関係機関の
水防訓練等に参画。

・引き続き、関係機関を
交えた総合的な防災訓練
を実施。

・引き続き、関係機関を
交えた総合的な防災訓練
を実施。

・引き続き、関係機関を
交えた総合的な防災訓練
を実施。

・引き続き、訓練を実
施。

S

(2)①エ

関係機関の水防に関する広報の取
組状況や予定等を共有し、先進事
例を踏まえた広報の充実に係る取
組等 －

・引き続き、継続実施。

－ － － －

・斜里地区消防組合と連
携し消防団員募集のため
の広報、ポスター掲示、
パンフレット配布等を継
続的に実施。

・斜里地区消防組合と連
携し消防団員募集のため
の広報、ポスター掲示、
パンフレット配布等を継
続的に実施。

・斜里地区消防組合と連
携し消防団員募集のため
の広報、ポスター掲示、
パンフレット配布等を継
続的に実施。

－

T

(2)①オ

水防団の分団等の配置、管轄区域
等を共有し、洪水時の水防団間の
連携・協力に係る取組等

－ ー － － － － － － － －

U

(2)②ア

洪水浸水想定区域内に設置されて
いる災害拠点病院等の施設管理者
に、洪水が発生した際、確実に情
報伝達する方法の検討に係る取組
等

－ － － － － － － － － －

V

(2)②イ

町村庁舎等が、洪水時に想定され
る浸水被害を確認し、適切な機能
確保のための対策（耐水化、非常
用電源等の整備等）の検討に係る
取組等

－ ー － － － －

・平成30年度より庁舎耐
震化の実施設計を実施
し、平成31年度以降耐震
化工事を予定。 －

・３日間以上稼働可能な
非常用発電機の整備を検
討。

－

W1

(2)②ウ1

洪水浸水想定区域内の地域防災計
画に定められている大規模工場等
の施設について、浸水防止計画作
成や、訓練実施に係る取組等 － ー － － － －

・浸水防止計画の作成や
訓練実施について施設管
理者と協議。

－ － －

W2

(2)②ウ2

浸水防止計画の作成や訓練の実施
状況等を踏まえた支援策に係る取
組等

－ ー － － － －

・浸水防止計画や訓練実
施の支援策等について施
設管理者と協議。

－ － －

○概ね５年で実施する取組（案）

（２）的確な水防活動のための取組

①水防活動の効率化及び水
　防体制の強化に関する事
　項

②市町村庁舎や災害拠点病
　院等の自衛水防の推進に
　関する事項

資料 ２



項目、事項、内容 取組番号 取組項目 開発建設部 振興局 気象台 陸上自衛隊 北海道警察北見方面本部 斜里警察署 斜里町 清里町 小清水町
斜里地区
消防組合

X

(3)①ア

洪水浸水想定区域内の排水施設及
び資機材の配置、運用方法の情報
を共有するとともに、排水施設管
理者相互の連絡体制を構築し、洪
水発生の際は、円滑かつ迅速な排
水作業を行えるよう運用方法の検
討に係る取組等

・流域外の関係機関を含
め、幅広に案内し排水訓
練を継続的に実施。

・過去の内水被害箇所を
共有し排水作業が可能な
箇所を検討するととも
に、必要に応じて、整備
についても検討。
・各機関で実施する排水
訓練があれば参画。

－

・関係機関で実施する排
水訓練等があれば参画。

－ －

・排水作業に必要な施
設、資機材について検
討。
・関係機関で実施する排
水訓練等があれば参画。

・排水作業に必要な施
設、資機材について検
討。
・関係機関で実施する排
水訓練等があれば参画。

・排水作業に必要な施
設、資機材について検
討。
・関係機関で実施する排
水訓練等があれば参画。

－

Y

(3)①イ

河川管理者が実施する河道整備や
河道の維持管理について情報を共
有する取組等

－

・引き続き、河川改修等
の整備を促進するととも
に、計画的な維持管理を
継続し、越水・溢水リス
クの低減を図る。 － － － － － － － －

Z

(4)①ア

国が実施する研修、訓練への地方
公共団体の参画等、災害対応にあ
たる人材を育成するための方策
や、地方公共団体相互の支援体制
の強化に関する取組等

・必要に応じ、自治体職
員受入可能な研修メ
ニューを紹介
・網走開発建設部広報官
への連絡調整により必要
に応じて出前講座を実
施。

・国の研修・訓練があれ
ば参画。

－ － － －

・災害時協定等による支
援強化。

－

・研修・訓練があれば参
加。

－

AA

(4)①イ

各構成員における災害情報の共有
体制を強化するため、共有すべき
災害情報や当該情報の共有方策等
に関する取組等

・光ケーブルの接続は自
治体負担となるが、必要
に応じて接続支援を実施
・引き続き、情報共有を
図る。

・北海道防災地図の体制
が整い次第運用予定。

－ － － － ー －

・防災ハザードマップの
更新。

－

①その他

（３）氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組
①氾濫水の排水、施設運用
　等に関する事項

（４）その他

○概ね５年で実施する取組（案） 資料 ２


